建築振興課
· 宅建業免許グループ

· 宅建業指導グループ
· 建設業許可グループ

· 建設指導グループ
事　務　概　要　書
　
宅建業免許グループ

　課内の人事管理、予算執行、一般庶務及び他のグループに属さない事務等の適正な執行に努めた。

また、宅地建物取引業法、不動産の鑑定評価に関する法律、不動産特定共同事業法による免許、登録、許可及びこれらに付随する事務の適正な執行に努めた。

１．宅地建物取引業法の適正な運用

（１）宅地建物取引士資格登録

　

　　　ア．宅地建物取引士資格登録申請及び変更申請件数

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	登録申請
	2,432件　
	2,128件
	2,732件

	変更登録申請
	5,868件　
	6,015件
	6,328件


令和 元年度  歳入　宅地建物取引士資格登録簿登録手数料　　　90,021,000円

令和 ２年度  歳入　宅地建物取引士資格登録簿登録手数料　　　78,958,000円

令和 ３年度  歳入　宅地建物取引士資格登録簿登録手数料　　 100,899,000円

　　　イ．宅地建物取引士資格登録移転申請及び登録件数

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	転　入
	申　　請
	85件
	69件
	58件

	
	登　　録
	87件
	69件
	61件

	転　出
	申　　請
	84件
	58件
	49件

	
	登　　録
	89件
	56件
	51件


令和 元年度　歳入　宅地建物取引士資格登録移転申請手数料　　　　672,000円

令和 ２年度　歳入　宅地建物取引士資格登録移転申請手数料　　　　552,000円

令和 ３年度　歳入　宅地建物取引士資格登録移転申請手数料　　　　456,000円

　　　ウ．宅地建物取引士資格登録消除件数（転出によるものを除く）

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	登録消除
	　55件　
	52件
	39件


エ．宅地建物取引士登録者数（各年度末時点）

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	登録者数
	 101,614名　
	103,464名
	105,835件


オ．宅地建物取引士証交付件数

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	新規及び転入
	2,762件
	2,999件
	3,251件

	更新
	7,568件　
	7,275件
	4,554件

	再交付及び書換
	248件　
	260件
	288件

	合　計
	10,578件　
	10,534件
	8,093件


令和 元年度　歳入　宅地建物取引士証交付申請手数料　　　49,041,000円

令和 ２年度　歳入　宅地建物取引士証交付申請手数料　　　45,319,500円

令和 ３年度　歳入　宅地建物取引士証交付申請手数料　　　36,045,000円

（２）宅地建物取引業者免許事務

ア．宅地建物取引業者免許申請件数

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	知　事
	新　規
	  788件　
	  831件　
	 896件　

	
	更　新
	1,454件　
	1,582件　
	2,670件　

	
	合　計
	2,242件　
	2,413件　
	3,566件　

	大　臣
	新　規
	   23件　
	   22件　
	   36件　

	
	更　新
	  40件　
	  50件　
	  77件　

	
	合　計
	   63件　
	   72件　
	   113件　

	計
	新　規
	  811件　
	  853件　
	  932件　

	
	更　新
	1,494件　
	1,632件　
	2,747件　

	
	合　計
	2,305件　
	2,485件　
	3,679件　


令和 元年度  歳入　宅地建物取引業免許申請手数料　　　 74,052,000円

令和 ２年度  歳入　宅地建物取引業免許申請手数料　　　 81,844,000円

令和 ３年度  歳入　宅地建物取引業免許申請手数料　　　117,989,000円

イ．廃業届受理件数

	　　　　 　　年度

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	知　　　　事
	337件
	350件
	365件

	大　　　　臣
	5件
	8件
	6件

	合　　　　計
	342件
	358件
	371件


ウ．免許業者数（各年度末時点）

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	知　　　　事
	12,769件　
	13,127件　
	13,490件　

	大　　　　臣
	385件　
	389件　
	398件　

	合　　　　計
	13,154件　
	13,516件　
	13,888件　


エ．営業保証金取戻し証明件数

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	法務局供託分
	 29件　
	 27件　
	 29件　

	保証協会分
	496件　
	500件　
	525件　

	合　　　　　計
	525件　
	527件　
	554件　


（３）宅地建物取引業者免許申請書の閲覧

免許申請書閲覧件数　　　　　　

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	知　　　　事
	9,140件　
	4,155件　
	4,179件　

	大　　　　臣
	   193件　
	   142件　
	   113件　

	合　　　　計
	9,333件　
	4,297件　
	4,292件　


（４）未供託宅地建物取引業者等の免許の取消

免許取消件数

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	知　　　 事
	4件　
	１件　
	１件　


　　

２．不動産の鑑定評価に関する法律の適正な運用

（１）不動産鑑定士、不動産鑑定士補の登録申請件数

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	不動産鑑定士
	　10件　
	　2件　
	―　　

	不動産鑑定士補
	 0件　
	 0件　
	 ―　


　　　　　※令和２年９月１０日から大臣認可に係る都道府県経由事務廃止。
（２）不動産鑑定業者の登録申請件数

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	知　事
	新　規
	12件　
	10件　
	8件　

	
	更　新
	37件　
	54件　
	58件　

	
	合　計
	49件　
	64件　
	66件　

	大　臣
	新　規
	 1件　
	 0件　
	 0件　

	
	更　新
	 3件　
	 2件　
	 0件　

	
	合　計
	 4件　
	 2件　
	 0件　

	計
	新　規
	13件　
	10件　
	8件　

	
	更　新
	40件　
	56件　
	58件　

	
	合　計
	53件　
	66件　
	66件　


令和 元年度　歳入　不動産鑑定業者登録申請手数料　　    658,400円

令和 ２年度　歳入　不動産鑑定業者登録申請手数料　　    841,200円
令和 ３年度　歳入　不動産鑑定業者登録申請手数料　　    828,400円
※令和３年８月２６日から大臣認可に係る都道府県経由事務廃止。
（３）廃業届受理件数

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	知　　　　事
	11件　
	8件　
	11件　

	大　　　　臣
	0件　
	0件　
	0件　

	合　　　　計
	 11件　
	 8件　
	 11件　


　　 ※令和３年８月２６日から大臣認可に係る都道府県経由事務廃止。
（４）不動産鑑定業者の登録数（各年度末時点）

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	知　事
	法　人
	164件　
	160件　
	160件　

	
	個　人
	98件　
	97件　
	95件　

	
	合　計
	262件　
	257件　
	255件　

	大　臣
	法　人
	 13件　
	 11件　
	 11件　

	
	個　人
	  0件　
	  0件　
	  0件　

	
	合　計
	 13件　
	 11件　
	 11件　


　　　　　※令和３年８月２６日から大臣認可に係る都道府県経由事務廃止。
（５）不動産鑑定業登録簿の閲覧

　　　登録申請書閲覧件数　　　　　　

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	知　　　　　事
	14件　
	8件　
	16件　

	大　　　　　臣
	4件　
	2件　
	1件　

	計
	18件　
	10件　
	17件　


３．不動産特定共同事業法の適正な運用

1． 不動産特定共同事業許可申請件数
（下段は小規模不動産特定共同事業登録申請件数）
	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	知　　　　事
	2件　
	5件　
	2件　

	
	0件
	1件
	7件


令和 元年度　歳入　不動産特定共同事業許可申請手数料　    160,000円
令和 ２年度　歳入　不動産特定共同事業許可申請手数料　    460,000円

令和 ３年度　歳入　不動産特定共同事業許可申請手数料　    580,000円

2． 許可事業者数（下段は小規模不動産特定共同事業登録事業者数）

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	知　　　　事
	 6件　
	 11件　
	 13件　

	
	2件
	3件
	10件

	大　　　　臣
	 3件　
	 3件　
	 3件　

	
	0件
	0件
	0件

	合　　　　計
	 9件　
	 14件　
	 16件　

	
	2件
	3件
	10件


　　　　　　

宅建業指導グループ

宅地建物取引業法、不動産の鑑定評価に関する法律及び不動産特定共同事業法（免許、登録及び許可に関する事務を除く。）の施行等に関する事務の適正な執行に努めた。

１．宅地建物取引業法の適正な運用

　（１）指導監督　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　宅地建物取引の公正を確保するとともに、消費者を保護し、宅地建物取引業の健全な発達を促進するため宅地建物取引業者の指導監督に努めた。

ア．宅地建物取引業者に対する指導及び研修　　　　　　　　　

宅地建物取引業新規免許業者及び営業保証金供託宅地建物取引業者（業界団体非加盟業者）を対象として、宅地建物取引業法や人権問題に関する研修会を毎年開催しているが、令和３年度は新型コロナウイルスの感染拡大防止のため中止とした。

また、入居差別や土地差別の解消のため、不動産に関する人権問題連絡会（宅地建物取引業関係７団体で構成）とともに、「宅地建物取引業人権推進員制度」により、人権推進員を養成した。

・人権推進員制度による人権研修（人権推進員養成講座）

（不動産に関する人権問題連絡会と共催）

令和３年10月７日開催（参加者　45名）

令和３年11月４日開催（参加者　23名）

令和３年12月１日開催（参加者　20名）

イ．監督処分及び措置件数　
　　

宅地建物取引業者

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	取　　　　　　　消
	21件　
	20件　
	13件　

	業務停止
	10件　
	2件　
	3件　

	指示
	3件　
	2件　
	1件　

	勧告
	　43件　
	　55件　
	　50件　

	合　　　　計
	77件　
	79件　
	67件　


宅地建物取引士

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	登録消除
	4件　
	2件　
	5件　

	事務禁止
	0件　
	0件　
	0件　

	指示
	0件　
	0件　
	0件　

	合　　　　計
	4件　
	2件　
	5件　


（２）宅地建物取引相談　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宅地建物取引相談、紛争相談については、消費者への取引知識の啓発と業者指導を行いその問題解決に努めた。

消費者啓発として、小冊子「マイホーム購入のためのちょっとアドバイス」及び「賃貸借契約のためのちょっとアドバイス」を作成配布し、紛争の防止に努めた。

相談状況

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	取引の事前相談

（主として、業者の信用調査、取引の不安等）
	9,401件

(9,353件)
	4,344件

(4,307件)
	4,367件

(4,319件)

	解約紛争

（主として､ﾛｰﾝ不成立、物件説明の相違､預り金･申込み証拠金の返還､前金保全措置等）
	71件
	39件
	76件

	誇大広告等による紛争

（主として、広告表示と事実の相違、約束不履行、詐欺取引等）
	 3件
	 1件
	 11件

	引渡し、補修工事の遅延

（主として、物件引渡しの遅延、瑕疵補修、工事の不履行等）
	8件
	3件
	5件

	賃貸借関係の紛争

（主として保証金、敷金等）
	26件
	20件
	22件

	報酬に関する紛争

（主として媒介手数料の取り過ぎ等）
	8件
	4件
	3件

	合　　　　　　　　　　計
	   9,517件

(9,353件)
	   4,411件

(4,307件)
	   4,484件

(4,319件)


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※（　）内は閲覧件数

２．不動産の鑑定評価に関する法律の適正な運用

（１）指導監督　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　監督処分及び措置件数

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	登録消除
	0件
	0件　
	0件　

	業務停止
	0件
	0件　
	0件　

	勧告
	0件
	0件　
	0件　

	合計
	0件
	0件　
	0件　


３．不動産特定共同事業法の適正な運用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）指導監督

　　　監督処分及び措置件数

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	取　　　　　　　消
	0件　
	0件　
	0件　

	業務停止
	0件　
	0件　
	0件　

	解　　　　　　　任
	0件　
	0件　
	0件　

	指　　　　　　　示
	1件　
	0件　
	0件　

	勧　　　　　　　告
	0件　
	1件　
	0件　

	合計
	1件　
	1件　
	0件　


４．栄典・表彰事務

不動産業又は、住宅産業等の振興発展に顕著な功績のあった所管団体関係者について、叙位・叙勲、褒章、大臣表彰、憲法記念日知事表彰等における受賞候補者の推薦手続きを行った。

建設業許可グループ

　建設業法による許可、経営事項審査及び建設機械抵当法による打刻・検認、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）による解体工事業者の登録及びこれらに付随する事務の適正な執行に努めた。

１．建設業法の適正な運用

　（１）建設業許可事務

　　　

ア．建設業許可申請件数

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	知　事
	新　　規
	2,180件
	2,535件
	2,260件

	
	更　　新
	5,314件
	7,119件
	7,737件

	
	業種追加
	1,262件
	1,020件
	1,017件

	
	計
	8,756件
	10,674件
	11,014件

	大　臣
	新　　規
	85件
	－
	－

	
	更　　新
	318件
	－
	－

	
	業種追加
	137件
	－
	－

	
	計
	540件
	－
	－

	合　　　　計
	9,296件
	10,674件
	11,014件　


令和 元年度　　歳入　　建設業許可申請手数料　526,920,000円

　　令和 ２年度　　歳入　　建設業許可申請手数料　635,960,000円
令和 ３年度　　歳入　　建設業許可申請手数料　641,050,000円

　　※令和２年度から大臣許可に係る都道府県経由事務廃止。

イ．廃業届受理件数

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	知　　　　事
	764件　
	718件　
	835件

	大　　　　臣
	62件　
	－　
	－

	合　　　　計
	826件　
	718件　
	835件


　　　　　※令和２年度から大臣許可に係る都道府県経由事務廃止。
ウ．建設業者数（各年度末時点）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　知事許可

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	業者数
	37,326件
	38,026件
	38,530件　


大臣許可

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	業者数
	1,496件
	1,499件
	1,512件


　　　
（２）建設業許可の証明、確認等

建設業許可証明、確認件数

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	建設業許可証明確認
	7,513件
	4,978件
	3,926件　


令和 元年度　　歳入　　建設業許可証明手数料　　　3,765,500円
令和 ２年度　　歳入　　建設業許可証明手数料　　　2,494,000円
令和 ３年度　　歳入　　建設業許可証明手数料　　　1,963,500円

（３）建設業許可申請書の閲覧

　　　許可申請書閲覧件数　

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	知　　　　事
	55,729件
	53,407件
	54,328件


（４）経営事項審査（経営規模等評価及び総合評定値請求）

　　申請書受理件数

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	知　　　　事
	7,374件　
	7,654件　
	7,862件　

	大　　　　臣
	806件　
	―　
	―

	合　　　 計
	8,180件　
	7,654件　
	7,862件　


令和元年度　 　歳入　　経営事項審査手数料　　123,682,000円

令和２年度　　 歳入　　経営事項審査手数料　　130,023,000円
令和３年度　　 歳入　　経営事項審査手数料　　134,110,000円
　　　　　※令和２年度から大臣許可に係る都道府県経由事務廃止。

２．建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律の適正な運用

（１）解体工事業者登録

　　　　　解体工事業者登録申請件数

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	登録申請件数
	123件　
	162件　
	142件

	登録更新申請件数
	26件　
	19件　
	27件


令和 元年度　　歳入　　解体工事業者登録手数料　　　4,742,000円

　　　　令和 ２年度　　歳入　　解体工事業者登録手数料　　　5,906,000円
令和 ３年度　　歳入　　解体工事業者登録手数料　　　5,355,000円

（２）解体工事業者登録簿の閲覧

　　　　　解体工事業者登録簿の閲覧件数

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	閲　覧　件　数
	132件　
	146件　
	158件


（３）解体工事業者登録証明

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	登録証明件数
	5件　
	12件　
	14件　


令和 元年度　　歳入　　解体工事業者登録証明手数料　　  3,000円
令和 ２年度　　歳入　　解体工事業者登録証明手数料　　  7,000円
令和 ３年度　　歳入　　解体工事業者登録証明手数料　　  7,000円

３．建設機械抵当法による打刻・検認

	年度　

区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	打　刻　件　数
	4件
	2件　
	3件

	検　認　件　数
	3件
	8件　
	4件


令和 元年度　　歳入　　建設機械打刻検認申請手数料　　252,000円

令和 ２年度　　歳入　　建設機械打刻検認申請手数料　　360,000円
令和 ３年度　　歳入　　建設機械打刻検認申請手数料　　252,000円

建設指導グループ
　　建設業法に基づく建設業者等への指導監督、建設工事統計調査及び公民協働人材確保推進事業に関する事務の適正な執行に努めた。

１．建設業法の適正な運用

　（１）指導監督

　　　建設工事の適正な施工を確保し、発注者を保護するとともに、建設業の健全な発達を　促進するため、関係機関と緊密な連携を図り、建設業者等への指導監督に努めた。

　　　

　　　ア．業者指導・指導通達

　　建設業者の健全化に資するため、建設業界・団体に対し指導通達を行った。

	・R3.4.6他
・R3.8.2

・R3.12.1
	新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた取組みの取扱について（21回）
下請契約及び下請代金支払の適正化並びに施工管理の徹底等について

下請契約及び下請代金支払の適正化並びに施工管理の徹底等について


　　　イ．監督処分及び処置件数

建設業法、建築基準法、労働安全衛生法等建設関連法令に違反した業者に対して、

建設業法に基づき処分を行った。

	年度　
区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	取　　　　　　消　　　　　　　　
	32件
	21件
	165件

	営業停止　　　　　　　　
	7件
	9件
	67件

	指　　　　　　示
	10件
	19件
	17件

	勧　　　　　　告
	0件
	0件
	0件

	合　　　　　　計
	49件
	49件
	249件


（２）建設工事紛争相談

　　　　建設工事に係る各種の相談に応じ、紛争の早期解決や未然防止に努めた。

	区　分
	紛争の内容
	年度別件数

	
	
	R1
	R2
	R3

	元請・下請
間の紛争
	中間下請業者の倒産による請負代金の
不払い
	0件
	0件
	0件

	
	請負代金の支払い遅延
	10件
	16件
	23件

	
	工事内容の変更等に伴う請負代金に
関する紛争
	7件
	9件
	14件

	
	賃金不払い
	18件
	6件
	5件

	
	その他（契約解除に伴う損害賠償等）
	11件
	10件
	14件

	
	小　　　　　　　計
	46件
	41件
	56件

	工事に係る
紛争
	工事瑕疵･疎漏工事･工事遅延･工事未着手･
中途放棄･契約不履行等による紛争
	180件
	136件
	60件

	そ　　　　　　の　　　　　　他
	1,138件
	1,652件
	453件

	合　　　　　　　　　　　　　計
	1,219件
	1,878件
	569件


（３）大阪府建設工事紛争審査会

建設工事の請負契約に関する紛争について、当事者の申請に基づき、大阪府建設工事

紛争審査会において、あっせん、調停、仲裁を行った。

	年度
	種別
	申請受理件数
	終了件数
	審査会開　催回　数

	
	
	前年度からの繰越
	当該年度の申　請
	計
	和解
	仲裁
判断
	打ち
切り
	取り
下げ
	計
	

	R1
	あっせん
	0件
	0件
	0件
	0件
	-
	0件
	0件
	0件
	0件

	
	調　　停
	2件
	3件
	5件
	1件
	-
	2件
	1件
	4件
	9件

	
	仲　　裁
	2件
	１件
	3件
	0件
	１件
	１件
	１件
	3件
	5件

	
	合　　計
	4件
	4件
	8件
	1件
	１件
	3件
	2件
	7件
	14件

	R2
	あっせん
	0件
	2件
	2件
	0件
	-
	0件
	0件
	0件
	2件

	
	調　　停
	1件
	3件
	4件
	1件
	-
	0件
	1件
	2件
	8件

	
	仲　　裁
	0件
	2件
	2件
	0件
	0件
	0件
	0件
	0件
	0件

	
	合　　計
	1件
	7件
	8件
	1件
	0件
	0件
	1件
	2件
	10件

	R3
	あっせん
	2件
	1件
	3件
	1件
	-
	1件
	0件
	2件
	5件

	
	調　　停
	2件
	7件
	9件
	0件
	-
	2件
	1件
	3件
	10件

	
	仲　　裁
	2件
	1件
	3件
	0件
	0件
	1件
	0件
	1件
	13件

	
	合　　計
	6件
	9件
	15件
	1件
	0件
	4件
	1件
	6件
	28件


・委員40名（委員15名、特別委員25名）

・令和 元年度　歳入　建設工事紛争処理申請手数料　　 1,009,935円

・令和 ２年度　歳入　建設工事紛争処理申請手数料　　   525,210円

・令和 ３年度　歳入　建設工事紛争処理申請手数料　　   416,110円

２．建設工事統計調査

　　国の委託により、建設工事統計調査（施工統計、建設工事受注動態統計）を実施した。

　

（１）建設工事施工統計調査（令和３年７月実施）

　　　　　建設工事施工統計調査　　7,769件

　　　　　

（２）建設工事受注動態統計調査（毎月実施）

　　　　　対象事務所　　　　　　　　650事務所

　（３）建設工事統計調査委託金（(１)及び（２）の統計調査に係る国からの委託金）

　　　　　令和 元年度　　歳入　国庫委託金　　　4,594,777円

令和 ２年度　　歳入　国庫委託金　　　4,827,536円

令和 ３年度　　歳入　国庫委託金　　　5,088,360円
３．建設職人基本法に基づく計画の推進

「建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する大阪府計画」に基づき、建設業の健全な発展に向けた取組について、国や関係団体と連携して推進した。
大阪府建設工事従事者安全健康確保連絡会議の開催（令和３年７月30日）
〇　大阪府、近畿地方整備局、大阪労働局、建設業者団体、建設業労働災害防止協会大阪府支部及び大阪建設労働組合で構成する大阪府建設工事従事者安全健康確保連絡会議を開催した（書面開催）。

４. 建設業における担い手確保の推進

建設業者団体と連携し、建設業界のイメージアップ、若者の建設業への入職促進など建設業における担い手確保の推進を目的とした事業を実施した。
なお、大阪府と府内建設業者5団体で構成する「大阪府建設業懇話会」主催による工科系高等学校の生徒を対象とした現場見学会を毎年開催しているが、令和３年度は新型コロナウイルスの感染拡大防止のため中止とした。
「優秀建設施工者」大阪府知事表彰（令和４年２月９日）
　　○　大阪府と府内建設業者5団体で構成する「優秀建設施工者大阪府知事表彰実行委員会」　　　　　　　主催による「優秀建設施工者」大阪府知事表彰を実施した。
※表彰式典は新型コロナウイルス感染症の感染防止のため中止。

５．栄典・表彰事務

建設業の発展に顕著な功績のあった所管団体関係者について、叙位・叙勲、褒章、大臣表彰、憲法記念日知事表彰等における受賞候補者の推薦手続きを行った。
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